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１． はじめに

近年では人工知能（ＡＩ）に関する技術水準が向上し、私たちの日常の身近な商品・

サービスにも組み込まれ、利活用が広がっている。そして、その最先端技術を業務に

取り入れることによる業務の効率化や最先端技術との融合による付加価値を持ったサ

ービスの提供等が期待されている。 

一方、自治体では今後の人口減少時代の到来で、自治体の経営資源が制約されるこ

とが想定される中、質の高い行政サービスを提供し、住民の利便性を向上させるため

には、ＡＩやＩＣＴ、ＲＰＡ（以下「ＡＩ等」という。）の活用が有効と考えるが本格

的に活用されている事例はまだ少ない。 

そこで、かすかべ未来研究所（以下「本研究所」という。）において、本市の業務課

題等を整理するとともに、ＡＩ等の効果的な活用方法やＡＩ等を活用した行政サービ

スの提供の可能性について調査研究を行ったものである。 

1.1 本調査研究の背景

2040 年ごろの自治体行政の課題について、総務省研究会がまとめた報告書は、将来

的に若年労働力の減少により自治体の経営資源が大きく制約されると指摘している。 

そこで、総務省はシステム投資の見直しやＡＩの導入などを進め、人口減少時代に

対応した効率的な行政運営を目指す「スマート自治体」の実現に向け、課題の整理に

着手し、各自治体の情報システムの仕様標準化や、ＡＩやＲＰＡの効果的な導入を検

討している。 

また、ＡＩ等を活用した自治体の取組事例はまだ少ないが、すでに導入した自治体

からは住民サービスの向上や事務の効率化への効果が報告され始めている。 

このように、ＡＩやＲＰＡについては、業務の効率化の観点から導入に踏み切る自

治体が増えるなど関心が高まっており、今後も新たな技術の登場が予想されることか

ら、最新の技術に柔軟に対応できる体制づくりや最新技術に合わせた業務改革が自治

体にも求められている。 

1.2 本調査研究の目的

本調査研究では、次の３点を目的とする。 

（１）業務の課題等を整理し、ＡＩ等の導入の可能性について検討する。 

（２）ＡＩ等を導入した際に働き方改革関連法案の改正に伴う、ワークライフバラ

ンスの推進に資する業務改善効果について調査する。 

（３）ＡＩ等の導入により、人員配置の見直しについて検討し、新たな時代にふさ

わしい新たな政策の創造へ結び付ける。 
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1.3 「ＡＩ等」の定義

本調査研究で述べる「ＡＩ等」については、次のとおりである。 

（１）ＡＩ（Artificial Intelligence：人工知能） 

   総務省「令和元年版 情報通信白書」によると、人間の思考と同じような形で

動作するプログラム全体を指すが、本調査研究では、ＡＩ技術を活用したシ

ステムやアプリケーションを指すものとする。 

（２）ＩＣＴ（Information and Communication Technology） 

   総務省ホームページより、情報や通信に関する技術の総称を指す。 

（３）ＲＰＡ（Robotics Process Automation） 

   総務省情報通信統計データベース ＲＰＡ（働き方改革：業務自動化による生

産性向上）より、これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフト

ウェアのロボットにより自動化するものを指す。 

２． 地方行政の現状

本章では、本調査研究をするにあたり、地方行政における現状と課題について触れ

る。 

2.1 地方財政の現状

図表１は、「自治体戦略 2040 構想研究会（第８回平成 30 年２月）」事務局資料より

抜粋したもので、地方行政における歳入および歳出の内訳を示したものである。 

グラフをみると、歳入については、地方税等が 41.0％を占めており、この地方税等

の自主財源は所得や地価の減少・下落により減収となる可能性がある。 

一方、歳出については、目的別に見ると、民生費が 25.7%と割合が大きく、次いで

教育費が 17.1%、土木・農林水産費が 15.2％と続いている。今後、高齢化の進展に伴

う民生費の増加が推測され、土木・農林水産費においても老朽化した公共施設・イン

フラの更新投資の増加が見込まれることから、地方行政においては、引き続き厳しい

財政運営が予想される。 
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図表 1 地方財政の現状

出典）「自治体戦略 2040 構想研究会（第８回平成 30 年２月）」事務局資料より抜粋 

2.2 本市の財政状況

図表２は、本市の平成 22 年度（2010 年）と令和元年度（2019 年）の歳入における

当初予算額および自主財源と依存財源の割合を比較したものである。 

グラフを見ると、平成 22 年には市税や手数料などの自主財源が 51%（307 億 7,268

万 9,000 円）、地方交付税などの依存財源が 49%（295 億 2,731 万 1,000 円）であるの

に対し、令和元年には、自主財源が 49%（354 億 315 万 9,000 円）、依存財源が 51%（367

億 3,684 万 1,000 円）となり、自主財源と依存財源の割合が逆転していることが分か

る。一方、予算額については増加傾向にあり、今後も依存財源の割合が増加していく

となると、安定した財政運営が難しくなることが推測される。 

また、図表３は、本市の歳出における平成 22 年度と令和元年度の当初予算額を比較

したものである。グラフを見ると、福祉予算や人件費などの義務的経費の割合が平成

22 年度は 55%であるのに対し、令和元年度は 58%と増加傾向にある。 

一方、政策的経費の割合は、平成 22 年度には 30%であったものが、令和元年度には

26%と減少傾向にあることが分かり、人口減少や少子高齢化がますます進行していくと

言われている中、今後も財政硬直化が進むことが推測され、柔軟な市政運営が難しく

なる可能性がある。
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図表 2 本市の当初予算比較（歳入） 

出典）市資料より作成 

図表 3 本市の当初予算比較（歳出） 

出典）市資料より作成 
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2.3 地方行政の職員数の現状

図表４は、平成６年（1994 年）から平成 30 年（2018 年）までの地方公共団体のそ

う職員数の推移を示したものである。グラフを見ると、平成６年の 328 万 2,000 人を

ピークに、職員数は減少しており、平成 30 年は 273 万 7,000 人と約 55 万人減少して

いることが分かる。 

また、本市においても、職員数は図表５のとおり、平成 21 年度には 1,442 人であっ

たが平成 23 年度には 1,421 人に減少し、それ以降、一部増減はあるものの、近年は横

ばいで推移しており、今後においても職員数の大幅な増加は見込めないものと推測さ

れる。 

図表 4 地方公共団体の職員数の推移  

出典）平成 30 年地方公共団体定員管理調査結果（総務省）より抜粋 
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図表 5 本市の職員数の推移 

出典）春日部市統計書（各年４月１日現在 医療職除く）より作成 

このように、厳しい財政状況や限られた職員数といった状況がある一方、行政課題

は多様化・複雑化している。そのため、今後の行政運営においては、これまでの全体

への均一なサービスの提供から、多様で個別のニーズに対応したサービスの提供へと

転換していくことが考えられる（図表６）。そして、職員の役割についても、人的・経

済的な制約のもと、多様で複雑な市民のニーズを的確にとらえ、最適なサービスを創

造・提供することが強く求められる（図表７）。その一つの解決法として、国が進めて

いる「Society 5.0」の実現が挙げられる。 
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図表 6 今後の地方行政 

出典）かすかべ未来研究所作成 

図表 7 今後の地方行政（職員の役割）

出典）かすかべ未来研究所作成 
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３．Society 5.0

 本章では、Society 5.0 の概要と自治体におけるＡＩ等の導入状況について述べる。 

3.1  Society 5.0 とは

 Society 5.0 とは、我が国が目指すべき未来社会の姿として提唱されたもので、Ｉ

ｏＴ、ロボット、ＡＩ等の先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、格差なく、

多様なニーズにきめ細かく対応した、モノやサービスが提供される社会を指す。 

我が国や世界を取り巻く環境は大きな変革期にあり、経済発展による利便性の向上、

エネルギーや食料需要の増加等が進む一方、温室効果ガスの削減や食料増産やロスの

削減等、社会的課題は複雑化している。 

このように、世界が大きく変化する一方で、我が国は、課題先進国として、ＩоＴ、

ロボット、ＡＩ、ビッグデータといった先端技術を産業や社会生活に取り入れ、経済

発展と社会的課題の解決を両立していく社会の実現を目指すこととしている（図表８）。 

図表 8  Society 5.0 の概要 

出典）かすかべ未来研究所作成 



  10 

Society 5.0 で実現する社会は、ＩоＴで全ての人とモノがつながり、様々な知識

や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、課題や困難を克服す

ることにある。また、ＡＩ等により、必要な情報が必要なときに提供されるようにな

り、ロボット等の技術で、少子高齢化、地方の過疎化、貧困の格差などの課題を克服

し、社会のイノベーションを通じて、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、

世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人ひとりが快適に活躍できる社会としてい

る（図表９）。 

図表 9  Society 5.0 で実現する社会 

出典）内閣府ホームページ（令和元年９月 18 日）より引用 

3.2 他自治体におけるＡＩ等の活用事例

行政においても、既にＡＩ等の導入を積極的に進めている自治体がある。 

本調査研究においては、先進的にＡＩ等の導入を進めている茨城県つくば市、埼玉

県戸田市、東京都港区の３自治体を視察し、その状況を伺った。各自治体の取組の一

例を整理したものが図表 10 である。 

茨城県つくば市においては個人市・県民税の賦課徴収業務におけるＲＰＡの導入を

挙げた。これは、年間処理総数が 14,300 件ある転勤・退職の異動を両年度かけるもの

をリスト化し、ＲＰＡを使用して異動処理するもので、導入前には年間 357 時間 30 分

かかっていた作業が、年間 79 時間 26 分まで削減されたとのことである。 

次に、埼玉県戸田市においては、職員の勤怠管理業務におけるＩＣＴ活用を挙げた。 
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これは、職員の休暇、超過勤務、休日勤務等の処理を紙面処理からオンライン処理

に変更するとともに、休暇や出張等の申請を電子申請化し、データ連携を行ったもの

である。これにより、導入前に 5,580 時間かかっていた処理が、2,220 時間に短縮さ

れたとのことである。 

最後に、東京都港区においては、港区コミュニティバス乗車券の発行申請の受付業

務におけるＡＩ－ＯＣＲの導入を挙げた。 

これは、手書きの申請書をＡＩ－ＯＣＲで読み取り、更にＲＰＡによってシステム

へ自動入力するもので、年間 900 時間の削減ができたとのことである。 

いずれの自治体も、今回挙げた事例だけでなく全庁的な取組として、ＡＩ等の導入

を実施しており、業務の効率化を実現していることが分かった。 

図表 10 先行自治体の取組 

出典）かすかべ未来研究所作成 

3.3 自治体のＡＩ・ＲＰＡ実証実験・導入状況

図表 11・12 は自治体全体としてのＡＩ等の導入状況を示したものである。まず、Ａ

Ｉについては、「導入済み」または「導入予定」と回答している都道府県が 60％、指

定都市では 80％となっている（図表 11）。 

また、導入している業務例としては、会議録作成支援やチャットボットによる自動

応答、歩行者通行量調査、保育所の入所選考におけるマッチングなどが挙げられる。 

一方、その他の市区町村においては、「導入予定もなく、検討もしていない」の割合

が 70％となり、自治体規模によって、導入状況に大きな差が見られることが分かる。 
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次に、ＲＰＡの導入状況については、「導入済み」または「導入予定」と回答してい

る都道府県が 70%以上、指定都市では 80％となっており、ＡＩの導入と同様、高い割

合となっている（図表 12）。 

導入している業務例としては、臨時職員への賃金支払いや通勤手当にかかる距離

測定、各種税の課税業務や健康・福祉にかかる申請・交付業務など、幅広い分野で

導入されていることが分かる。一方、その他の市区町村においては、「導入予定もな

く、検討もしていない」の割合が 67％となっている。 

図表 11 自治体の実証実験・導入状況（ＡＩ）

出典）総務省自治行政局行政経営支援室「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証

実験・導入状況等調査（令和元年５月）」より作成 
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図表 12 自治体の実証実験・導入状況（ＲＰＡ） 

出典）総務省自治行政局行政経営支援室「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実

験・導入状況等調査（令和元年５月）」より作成 

3.4 本市におけるＡＩ等の導入状況
3.2、3.3 では、他の自治体におけるＡＩ等の導入状況について述べた。本市におい

ても、ＡＩやＲＰＡについては本格導入には至っていない状況であるが、図表 13～15

の３件についてＡＩ等の実証実験を行ったところである。 

１点目は、ＡＩによる保育所入所マッチングである（図表 13）。 

これは、保育所の入所選考にあたり、申込者の優先順位やきょうだい同時入所希望

など、本市の入所判定パターンを学習したＡＩがマッチングツールにより選考したも

のである。実証実験の結果、データの読み込みからマッチングまでの処理時間が約 15

秒、入所選考結果についても、人の手で行った結果とほぼ一致したとのことである。  

さらに、入所選考対象者の総数に対して、市職員が手作業で行った選考での入所者

数が 736 件（81.7％）、ＡＩマッチングツールによる選考結果が 783 件（86.9％）とな

り、人の手で行った結果よりも多くの対象者が入所可能な結果となった。 

２点目は、ＡＩ－ＯＣＲ実証プロジェクトである（図表 14）。 

これは、政策課で実施する「市民意識調査」および「市民憲章」アンケートのデー

タ入力業務においてＡＩ－ＯＣＲを活用し、回答結果の読取精度、職員の事務改善効

果を検証したものである。結果は、従来の手入力に掛かる時間（225.2 時間）と比較

して、ＡＩ－ＯＣＲを使用した場合は 141.8 時間となり、83.4 時間（37％）の事務工
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数の削減となった。また、読取精度も 99.5％と高い割合となった一方、アンケート用

紙の折りしわが強い紙のスキャンができない点や印刷時のゴミまで認識しているなど

の改善点も明らかになったところである。 

３点目は、ＡＩ議事録実証プロジェクトである（図表 15）。 

これは、ＡＩ議事録作成支援ソフトを用いてＩＣレコーダー等の音声データを読み

取り、自動で文書化することで、「議事録作成」「全文書き起こし」に関する職員の事

務改善効果を検証したものである。実証実験としては２件実施しており、図表 15 の会

議①については、音声認識精度が 98％、話者認識精度が 93.3％と非常に高い結果とな

ったが、当該会議は、一人ひとりがマイクの前で話す形式であり、このことが高い認

識精度を得る結果となったものと推測される。 

もう一方の会議②については、音声認識制度のみを測定しているが 67.9％となって

おり、当該会議は会議会場にＩＣレコーダーを設置し、録音した音声データを読み取

る方式で行ったものであったため、声の反響等が認識精度に影響している可能性など

課題もあったところである。 

以上、いずれの実証実験においても、100％とは言えないが、職員が手作業で行う時

間と比較して作業時間が削減され、業務の効率化につながる結果となった。今後、人

的・経済的に制約のある中、行政サービスを向上・維持するためには、このような先

端技術を活用したスマート自治体への転換は必須であると考えている。 
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図表 13 本市におけるＡＩ等の導入状況①（ＡＩによる保育所入所マッチング） 

出典）富士通株式会社「保育所入所選考事務におけるＡＩ活用実証実験検証結果」（平

成 31 年１月）よりかすかべ未来研究所作成 

図表 14 本市におけるＡＩ等の導入状況②（ＡＩ－ＯＣＲ実証プロジェクト） 

出典）富士通株式会社「事務改善に向けたＡＩ活用実証について（中間報告）」（令和

元年 10 月）よりかすかべ未来研究所作成 
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図表 15 本市におけるＡＩ等の導入状況③（ＡＩ議事録実証プロジェクト） 

出典）富士通株式会社「事務改善に向けたＡＩ活用実証について（中間報告）」（令和

元年 10 月）よりかすかべ未来研究所作成 

3.5 ＡＩ等の導入の目的
これまで述べてきたように、自治体においてもＡＩ等の先端技術が導入されつつあ

る現状があるが、行政サービスの向上・維持を図るのは職員であると考える。 

ＡＩ等の導入はあくまで手段であり、市民ニーズを的確にとらえ、最適なサービス

を提供するため、職員でなければできないより価値のある業務に注力できる環境を作

るためにＡＩ等を活用するという提案を行いたいと考える（図表 16）。 

そこで、本調査研究では、ＡＩ等の導入可能性を検討するためにどのような業務課

題があるかを調査すると同時に、職員の意識など職員を取り巻く現状について調査・

分析を行った。 
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図表 16 ＡＩ等の導入の目的 

出典）かすかべ未来研究所作成 

４． 本市における業務課題とＡＩ等の導入可能性について

 本章では、行政サービスにおいて求められるＡＩ等の活用や職員アンケート調査及

びヒアリングの分析による本市の業務課題とＡＩ等の導入可能性について述べる。 

4.1 行政サービスにおけるＡＩ等の活用について
 図表 17 は、埼玉県「平成 30 年度県民満足度調査 結果報告書」の抜粋で、ＡＩやロ

ボットなどを活用した行政サービスとして県民が期待することを示したものである。 

回答が多かった項目を見ると、ＡＩ等の技術を活用した行政サービスとして、「役所

に行かなくてもインターネットを使って自宅で全ての手続きができること」が 66.3％

と最も多く、次いで「役所が空いていない時間帯でも、相談や問い合わせに人工知能

（ＡＩ）が対応すること」が 60.4％となっており、市役所に行かなくても手続きがで

きることや、時間を気にせず問い合わせが可能なサービスを期待していることが分か

る。 

次に、実際に本市の手続きの現状について、一例として直近４年度分（平成 27 年度

～平成 30 年度）の市民課の届出・証明等の件数を示したのが、図表 18 である。図表

を見ると、平成 27 年度を除き年度平均では約 42 万件、一日平均約 1,600 件程度の手

続きを行っていることが分かる。本市においても、一部の申請は電子申請による届け
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出サービスが利用可能であるが、市民課に関する届出については各年度の平均利用件

数が５件程度と非常に少ない状況である。 

なお、問い合わせの現状についても、電話交換室に受信があった本庁舎における電

話件数については、直近４年度の間で 33 万件から 44 万件、開庁日平均では 1,300 件

から 1,600 件の電話を受信していることが分かった。平成 30 年度における月別受信件

数においても、一部増減はあるが、平均３万 6,000 件程度電話を受けていることが分

かった。窓口や電話はあくまで開庁時間内のもののため、開庁時間に来庁が出来ない

市民や、時間外に問い合わせをしたい市民の方などの利便性の向上には、ＡＩ等の活

用が期待されるところである。仮に１件当たりの通話時間を２分と想定し、開庁時間

の職員平均単価 1,811 円で計算すると、平成 30 年度ベースで年間 1 万 4,727 時間、お

よそ 2,667 万円の人件費を電話対応で使用していることになる。 

図表 17 埼玉県「平成 30 年度県民満足度調査 結果報告書」  

出典）埼玉県「平成 30 年度県民満足度調査 結果報告書」より抜粋 
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図表 18 市民課 届出・証明等件数 

出典）市民課提供資料よりかすかべ未来研究所作成 

4.2.1 職員事務実態調査について
 業務に関する現状把握を行うとともに、ＡＩ等による業務効率化の可能性を調査す

ることを目的に、職員を対象にアンケート調査を実施した。 

 調査方法等については、図表 19 のとおりである。また、アンケートでの質問内容に

ついては、図表 20 のとおり、職員個人が時間的な負担を強く感じている業務について

伺うとともに、既に他自治体等で導入実績のあるＡＩ・ＲＰＡ活用事例の中で、本市

においても導入が効果的と考えるものについて回答いただいた。 



  20 

図表 19 職員事務実態調査 調査方法 

出典）かすかべ未来研究所作成 

図表 20 職員事務実態調査 質問内容 

出典）かすかべ未来研究所作成 



  21 

4.2.2 職員事務実態調査 調査結果

 図表 21 は、「時間的に負担が大きいと感じる業務」について、１番目から３番目の

回答を合算したものである。 

グラフを見ると、「②文書作成業務」の割合が 25.8％と最も多く、次いで、「①入力

業務」が 17.7％、「③庁外からの電話応対業務」が 12.9％となっている。 

また、図表 22 は、既に他自治体等で導入実績のあるＡＩ・ＲＰＡ活用事例の中で、

本市においても導入が効果的と考えるものについての回答結果である。 

グラフを見ると、「問合せに自動で回答」が 55.7％と最も多く、次いで、「音声デー

タをテキストデータに変換」が 51.6％、「手書き文字をテキストデータに変換」が

40.6％となっている。 

図表 21 職員アンケート調査結果（時間的負担の大きい業務） 

出典）かすかべ未来研究所作成 
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図表 22 職員アンケート調査結果（導入が効果的なＡＩ・ＲＰＡ活用事例） 

出典）かすかべ未来研究所作成 

4.3.1 庁内ヒアリングについて
 また、4.2.1、4.2.3 で述べたアンケート調査結果を踏まえて、事務の詳細やＡＩ等

に関する意識について、令和元年 12 月に本調査研究メンバーによる職員へのヒアリン

グを実施した（図表 23）。ヒアリングについては、総務部人事課、市民生活部市民課、

健康保険部国民健康保険課、消防本部予防課・警防課の５課を対象に実施した。ヒア

リングの内容については、職員事務実態調査結果を基に「１．時間的負担が大きい業

務について」「２．時間的制約のため、注力が難しい業務について」「３．ＡＩ等を導

入することへの意識について」「４．ＡＩ等の導入に係る課題について」「５．「新たな

政策の創造」へ結び付けるために必要なことについて」の５項目を調査した。 



  23 

図表 23 庁内ヒアリング 調査方法 

出典）かすかべ未来研究所作成

4.3.2 庁内ヒアリング結果
 ヒアリングの結果、「１．時間的負担が大きい業務」としては、まず、手書きの申請

書からデータを手入力する作業が挙げられた。データの入力については、職員による

手入力のほか、情報政策課へパンチ作業依頼を行う部分もあるが、パンチ引き渡しの

ために書類の並べ替え作業などがあり、時間的に負担のある作業とのことであった。  

また、各システムへのデータ登録作業など、異なるシステムへ登録するために同じ

データをそれぞれ入力する作業の他、手続きに関する問い合わせへの対応などが挙げ

られた。 

次に「２．時間的制約のため、注力が難しい業務について」としては、法令では定

められていないが、努力義務等とされている業務では、市民サービスの向上にはつな

がるとの認識はあるものの、実施には条例改正などの手続きが多いため、現状では手

が付けられないことを伺った。また、現在、業務をベテラン職員に依存している状況

であり、職員の教育や情報共有する時間が不足していることから、職員への研修・勉

強会の実施が挙げられたほか、他市からの照会業務や調整などの意見があった。 

 次に、「３．ＡＩ等を導入することへの意識について」としては、「すぐに効果が出

るものではないが、将来的に業務負担が減るのであれば導入したい」、「ＡＩ等の導入

により、人員が割けなかった部分に職員を充てられるのであれば、大変素晴らしい」

など業務負担の軽減や人的資源の適正配置に対して導入への期待も高いことが分かっ
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た。一方で、「課内にＡＩ担当職員を配置できればありがたい」、「ＡＩ等の導入につい

ては、マイナスイメージはないが、環境を整えるまでは大変だと感じる」、「機器の精

度によって変わると思う」など、導入における専門知識の不足や導入環境を整えるた

めの負担が増えるのではという懸念も挙げられた。また、「方針や様式等の変化が多い

ため、どこまで効果を発揮できるか不明」、「職員の能力や世代間でギャップがあると

思う」、「ＡＩ等は何でもできると誤解している可能性がある。」など、導入対象の業務

選定やＡＩ等への理解不足もあり、導入する効果への疑問についても意見が挙がった。 

 次に、「４．ＡＩ等の導入に係る課題について」としては、「デジタルで申請書を入

力することで、法的に問題ないのか不明」、「導入に係る作業時間や専門知識が必要」、

「法令順守のため、市で個別に導入には課題がある」など、法的・技術的面での課題

が挙げられた。 

 最後に「５．「新たな政策の創造」へ結び付けるために必要なことについて」として

は、「ＡＩ等の導入を推進していくためには専門職員が必要ではないか」、「窓口での効

率化も重要だが、そもそも来庁者を減らせるような取組を考えなければならないので

はないか」、「職員の働き方改革」などの意見が挙げられた（図表 24）。 

図表 24 庁内ヒアリング結果 
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出典）かすかべ未来研究所作成 

4.4 職員事務実態調査・庁内ヒアリング結果まとめ
以上、4.3.1、4.3.2 で述べた職員事務実態調査および庁内ヒアリング結果を基に、

次の３点について考察した（図表 25）。 
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１点目は、「時間的負担の大きい業務の中で、ＡＩ技術等で代替可能な仕事はあるか」

についてである。今回の調査から、入力業務や統計作成業務では、導入効果が見込め

るとともに、電話応対においても、繁忙期での定例の問い合せには対応できるのでは

ないかと考える。 

２点目は「時間的負担の大きい業務が要因で、職員でなければできない仕事に注力

できない現状はないか」である。根本の要因は人員不足であるが、貴重な人員がより

効率的に業務を遂行できるよう、時間的余裕の創出や研修等による能力育成等の支援

を行うべきと考える。 

３点目は、「ＡＩ等の導入について、職員の意識はどうか」である。導入には、前向

きな意見が多い一方、導入までに時間や労力がかかることや法令との兼ね合いなどが

懸念されている。また、どのような場面で導入できるかのイメージがつかみにくい状

況であることが推察される。 

図表 25 職員事務実態調査・庁内ヒアリング結果まとめ 

出典）かすかべ未来研究所作成 

4.5.1 ＡＩ等の導入に係る職員意識調査
 また、実際に業務にＡＩ等を導入するに当たっての職員の意見等を調査するため、

アンケート調査を実施した（図表 26）。また、質問内容については図表 27 のとおり、

担当業務にＡＩ等を導入することへの意識と、そう考える理由について伺うとともに、

ＡＩ等の導入により業務が効率化できた場合の時間の活用方法や、市民サービス向上
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のための提案を行う時間の有無とその理由などを調査した。 

図表 26 ＡＩ等の導入に係る職員意識調査 

出典）かすかべ未来研究所作成 

図表 27 ＡＩ等の導入に係る職員意識調査 質問内容 
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出典）かすかべ未来研究所作成 

4.5.2 職員アンケート調査結果①（担当業務へのＡＩ等導入への意識）
図表 28 は、「担当業務にＡＩ等を導入することについてどう思うか」の回答結果で

ある。全体で見ると、「導入したい」が 66.2%と最も多くなっており、次に「どちらと

もいえない」が 29.8％となっている。また、所属部署別を見ると、どの部署も概ね 50%

以上が「導入したい」と回答していることが分かる。 
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図表 28 職員アンケート調査結果（担当業務へのＡＩ等導入への意識） 

出典）かすかべ未来研究所作成 

また、担当業務に「ＡＩ等を導入することについて」の理由についての結果は図表

29 のとおりである。「導入したい」と思う理由については、「業務の効率化が図られる

から」が 94.2%と最も多い回答となっている。 

次に、「どちらともいえない」と思う理由については、「自分の業務がＡＩ等の導入

に適した業務か分からないから」が最も多く、次いで「ＡＩ等について良くわからな

いから」となっている。 

最後に、「導入しなくてよい」と思う理由については、「導入することによりかえっ

て仕事が増えそうだから」、「業務の効率化が図られるとは思えないから」と続く。 

このように、ＡＩ等の導入については、前向きな意見が多いことが分かったが、回

答理由をみると、一般的なＡＩ等のイメージが影響している印象を受ける。 

現状として本市においては、ＡＩ等の実証実験を行った部署が限られており、活用

したことのある職員は少数であることから、今後、業務への導入には、職員一人ひと

りに対して、より具体的なイメージをもってもらう取組が必要であると考える。
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図表 29 職員アンケート調査結果（回答の理由） 

出典）出典）かすかべ未来研究所作成 

4.5.3 職員アンケート調査結果②（時間の活用について）
次に、「ＡＩ等の導入により業務の効率化ができた場合、削減できた時間をどのよう

に活用したいか」についての回答結果が図表 30 である。全体では、「ワークライフバ

ランスの実現」が 66.7%と最も多く、次いで「既存の他の業務への注力」が 22.5％と

なっている。また、所属部署別を見ても、「ワークライフバランスの実現」が最も多い

割合となっていることが分かる。 
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図表 30 職員アンケート調査結果（時間の活用について） 

出典）かすかべ未来研究所作成 

本調査研究では、職員のワークライフバランスの現状を把握するため、職員の休暇

取得状況について確認した。図表 31 は、春日部市、市区町村、労働者の休暇取得日数

平均について、平成 26 年度（市区町村平均は年）から平成 30 年度（年）までの推移

を示したものである。なお、春日部市のデータにおいては、人事課公表データから、

各年度３月 31 日 在職の職員（派遣職員、再任用職員、嘱託職員及び休職・休業によ

り年度中１日も出勤がなかった者は除く。）の平均取得日数を示している。 

また、市区町村のデータにおいては、総務省「地方公共団体の勤務条件に関する調査

結果」（各年１月１日～12 月 31 月）から、非現業の首長部局に勤務する一般職に属す

る職員のうち、調査対象期間の全期間を在職した職員（当該機関の中途に採用された

職員及び退職した職員、当該期間中に育児休業、休職した職員並びに派遣職員を除く。））

の平均取得日数を示している。最後に、労働者１人平均のデータにおいては、厚生労

働省「就労条件総合調査結果」（各年度）から引用したものである。 

本市の平均取得日数については、平成 26 年度では 8.3 日であったものが、平成 30

年度には 9.1 日となり、一部増減はあるものの、年次有給休暇の取得日数は増加傾向

にある。   

しかし、市区町村及び労働者１人当たりの平均と比較すると、市区町村においては、

平成 26 年が 8.8 日、平成 30 年が 9.4 日であり、また、労働者１人あたりの平均にお

いても、平成 26 年度が 10.4 日、平成 30 年度が 11 日となっており、未だ低い現状が

ある。  
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市民福祉の向上のため、貴重な人員である職員が力を十分に発揮できるよう、職員

に対するワークライフバランスの改善は必要不可欠であると考える。 

図表 31 休暇取得状況の推移

出典）出典）春日部市：人事課公表データ 

（各年度３月 31 日 在職の職員（派遣職員、再任用職員、嘱託職員及び休 

職・休業により年度中１日も出勤がなかった者は除く）の平均取得日数）

   市区町村平均：総務省「地方公共団体の勤務条件に関する調査結果」（各年１月

１日～12 月 31 月） 

（非現業の首長部局に勤務する一般職に属する職員のうち、調査対

象期間の全期間を在職した職員（当該機関の中途に採用された職

員及び退職した職員、当該期間中に育児休業、休職した職員並び

に派遣職員を除く。））

   労働者１人平均：厚生労働省「就労条件総合調査結果」（各年度） 

よりかすかべ未来研究所作成

4.5.4 職員アンケート調査結果③（業務改善等の時間の有無）
次に、「あなたは、自身の業務に対し、効率化を図るための改善策や、より良い市民

サービスの提供のための工夫等について考えたり、提案したりする時間はありますか」

についての回答結果が図表 32 である。回答は、「ない」が 73.3%、「ある」が 26.7％と

なっており、業務改善等に取り組む時間がないとの回答が７割を超える結果となった。 

また、「ない」と回答した理由については、「業務量が多く、改善策等を考える時間

的余裕がないから」が 81.8%と最も多く、次いで「改善策等があっても、所属部署内

で話し合ったり、考えを共有したりできる時間や場所がないから」が 10.9％となって
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おり、時間的余裕の不足が要因の一つになっていることが分かる。 

図表 32 職員アンケート調査結果（業務改善等に取り組む時間の有無）

出典）かすかべ未来研究所作成 

4.6 本市の業務課題（まとめ）
以上、4.1 から 4.5 において県民意識調査結果や職員アンケート結果を基に業務に

おける課題を次の３点にまとめた（図表 33）。 

１点目は、市民サービス向上・事務改善への取組の推進である。手続きや申請の利

便性向上など、現状の行政サービスを十分に享受できていない方への支援を行うとと

もに、職員においては、既存業務における課題を洗い出し、改善に取り組むことので

きる環境の確保が必要であると考える。 

２点目は、定例・単調な事務作業の時間的負担の圧縮である。人の手で行う必要の

ない事務作業の時間を圧縮し、職員でなければできない、より価値ある業務に注力で

きるようにする必要があると考える。 

３点目は、業務の質の維持とワークライフバランスの調整である。人的資源が制約

されている中、現状の市民サービスを維持するためには、職員一人ひとりが力を十分

に発揮できるよう、人材育成やワークライフバランスの調整が必要であると考える。
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図表 33 業務における課題 

出典）かすかべ未来研究所作成

５． 提案

本章では、本市におけるＡＩ等の活用について、導入にあたっての方針や具体的な

ＡＩ等の導入の提案について述べる。

5.1 ＡＩ等の導入方針
図表 34 は、本調査研究におけるＡＩ等の導入方針と今後のスケジュール案を示した

ものである。 

まず、ＡＩ等の導入方針として、その目的を「事務作業の効率化（ワークライフバ

ランスへの配慮）」、「業務の質の維持（人為ミスの削減・異動等による業務停滞の抑制）」、

「市民サービスの向上（手続きの迅速化・個別のニーズ対応・新たな価値創造）」の３

点とした。 

また、このような取組は、長期的な視点で実施していくことになるが、本提案では、

新庁舎完成を第一ゴールと設定した。行政サービスの向上・維持を図るのは、職員で

あり、ＡＩ等の導入はあくまで手段と考えていることから、既存業務の課題の洗い出

しや業務改善、市民サービス向上への取組を庁内全体で推進していくことを前提とし

た。その過程において、ＡＩ等を導入するにあたり、①「職員への周知、意識醸成」、

②「推進体制の整備」、③「具体的な導入」の３点について提案する。



  35 

図表 34 ＡＩ等の導入方針 

出典）かすかべ未来研究所作成

5.2.1 ＡＩ等の導入に係る提案① 職員への周知、意識醸成
第４章の職員アンケート及び庁内ヒアリング結果でも述べたが、本市においてＡＩ

等に触れたことのある職員はまだ多くないものと推測されることから、ＡＩ技術等へ

の正しい理解を深めるとともに、行政における活用について担当レベルで検討できる

ような環境整備を行うことが必要であると考える。 

そこで、管理職、担当への階級別研修の実施や、庁内でＡＩ等を実際に使用しても

らうＡＩ・ＲＰＡ体験会を実施することを提案する。このような取組は、先行的にＡ

Ｉ等の導入を進めている港区で既に実施されている。港区における階級別研修につい

ては、エグゼクティブ層への研修強化を目的として、平成 29 年度から全部課長（必修）

及び担当者対象に「ICT リテラシー研修」を実施し、平成 30 年度は全職員、令和元年

度は未受講者と再受講希望者を対象に実施しているとのことである。また、ＡＩ・Ｒ

ＰＡ体験会については、平成 31 年１月に、ベンダー６社、ソリューション７～８社を

招き、庁内の会議室で「ＩＣＴ展示会」を開催し、職員 178 名が来場、実際にＩＣＴ

技術を体験したとのことである（図表 35）。
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図表 35 提案① 職員への周知、意識醸成 

出典）かすかべ未来研究所作成

5.2.2  ＡＩ等の導入に係る提案② 推進体制の整備
ＡＩ等の先端技術の活用は、民間ではかなり先行的に進められているが、行政にお

いてはいまだ発展途上であり、どの自治体も手探り状態であることが推測される。

また、本市でもＡＩ等の導入を進めようとした場合、明確な担当部署がないため、

どこかの部署が既存の業務を行いながら新たに受け持つことになる。そのような状況

においては、ＡＩ等の先端技術の導入を強力に推進していくことは難しいと考える。

そこで、ＡＩ技術等への高度な専門性と豊富な経験を持つ人材を非常勤職員として

専門職（ＡＩ等推進アドバイザー）を採用するとともに、導入を推進するための専門

部署「ＡＩ推進課」を設置することを提案する。

専門職（ＡＩ等推進アドバイザー）については、この「ＡＩ推進課」へ週１回程度

の指導・助言を行うことを想定している。また、当該部署において、本市の戦略的ロ

ードマップの作成とともに、ＡＩ等の推進体制の整備を目的に、ＡＩ技術等の活用に

よる業務改革の推進、庁内および関連企業との連携、ＡＩ等の導入経費および効果検

証、実現可能性の検討について、統合的に進めていくことを考えている（図表 36）。
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図表 36 提案② 推進体制の整備 

出典）かすかべ未来研究所作成

5.2.3 ＡＩ等の導入に係る提案③ 具体的な業務に対するＡＩ等導入
最後に、「具体的な業務に対するＡＩ等の導入」について提案する。導入の流れとし

て、まずは、導入に積極的な部署へ先行して実証実験を実施し、スモールスタートに

よる成功事例を基に全庁へ拡大していくことを考えている。 

大掛かりな枠組みを先に構築してしまうと、スピード感が失われ軌道修正が難しく

なり、失敗の確立が高くなることが推測される。そのため、短期間で小さな成果を出

していくことで、取組の意義を繰り返し証明していく必要がある。 

その点を踏まえて、本調査研究においては、①「問い合わせへの自動応答」、②「Ａ

Ｉ－ＯＣＲ技術による書類等のデータ化」の２点における導入を提案する。 

まず、①「問い合わせへの自動応答」については、市民の問い合せに対し、ＡＩチ

ャットボットの導入を考えている。第４章で述べた県民意識調査結果においても、「人

工知能（ＡＩ）やロボットなどを活用した行政サービスとして、どのようなことを期

待するか」への回答について、「役所が開いていない時間帯でも、相談や問い合わせに

人工知能（ＡＩ）が対応すること」の回答が高い割合となっている。さらに、職員ア

ンケート結果においても、時間的負担が大きい業務として「庁外からの電話応対業務」

の割合は高く、また、既に他自治体等で導入実績のあるＡＩ・ＲＰＡ活用事例の中で、

本市においても導入が効果的と考えるものについても「問い合わせに自動で回答」が

最も高い割合となっている。このように市民サービスの向上と職員の事務効率化の観
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点から、早い段階での導入を行うことが適当であると考える。 

次に②「ＡＩ－ＯＣＲ技術による書類等のデータ化」については、定型かつ継続性

のある書類等のデータ化にＡＩ－ＯＣＲを活用することを考えている。第２章でも述

べたが、令和元年度に実証実験として、政策課において市民アンケートにおけるテス

トを行った結果、事務工数の削減につながった。このＡＩ－ＯＣＲ技術においては、

マークシート方式のマークだけではなく、手書き文字についても認識してデータ化で

きることから、アンケート調査における手書き文字の入力などにも実用化できるので

はないかと考える。またその他、税関係の書類等の手書き文字の認証にも効果的では

ないかと考えている。その後、さらにＲＰＡ技術と繋げることで、これまで人が行っ

ていた作業をコンピューターで自動的に計算・作業をすることができるようになり、

さらに効果が増すものと捉えている（図表 37）。

図表 37 具体的な業務に対するＡＩ等導入 

出典）かすかべ未来研究所作成



  39 

６． まとめ

以上、本調査研究の最後として、図表 38 は、春日部市において期待される未来を市

民と行政の観点からまとめたものである。 

 市民においては、来庁しなければ受けられない行政サービスや情報などの制約から

解放され、将来的には個人端末１つで手続きが可能となり、キャッシュレス決済やＡ

Ｉチャットボットなどにより、閉庁時や夜間といった、通常は問い合わせができない

時間帯に相談をすることが可能となるなど、「いつでもつながる市役所」が身近になる

ことを想定している。 

 また、日常生活においても、病気や障がい、その他の事情で行動に制限のある方に

とっても、例えば、ＶＲ技術による体験や、ＡＩ技術を活用した自動音声ナビゲーシ

ョンシステムによる道案内など、先端技術によるバリアフリーが実現されることを想

定している一方、行政においても、定型業務への大幅な時間的負担の増加や人的リソ

ースの適正な配置が困難な現状から、ＡＩ技術・ＲＰＡによる事務作業の自動化や作

業時間の圧縮による人材の有効活用など、行政事務の効率化が期待される。また、今

後、多様化・複雑化するニーズへの対応についても、ＥＰＡ（Enhanced Process 

Automation）による行政事務の高度化や民間活力の活用による行政課題の解決など、

時代のニーズの先を読む市役所としての役割が期待される。 

以上のように、Society 5.0 でも挙げられるようなＡＩやＩＣＴの発展により、全

ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を

生み出すことで、希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人ひ

とりが快適に活躍できる社会の実現に向けて取り組んでいくことが行政にも求められ

ている。 

このような社会情勢の中、ＡＩ等を活用していくことが、第２次春日部市総合振興

計画にある、まちの将来像「つながる にぎわう すまいるシティ 春日部」の実現にも

必要ではないか。ＡＩ等によって、職員・庁内がつながり、また、市民と行政がつな

がることで、市民の期待に応え、信頼される行政を実現することを、本調査研究の最

終目標にしたいと考えている（図表 39）。
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図表 38 今後の展望 

出典）かすかべ未来研究所作成 

図表 39 春日部の将来像 

出典）かすかべ未来研究所作成



  41 

７． おわりに

編集後記

本調査研究チームでは、市民の期待に応え、信頼される行政を実現するために、本

市におけるＡＩ等の効果的な活用方法や新たな施策の提案に向けた可能性について調

査研究を行いました。調査研究チームは、関係課職員に公募の職員を加えた 11 名のメ

ンバーで構成されました。どのメンバーも積極的に調査研究に関わっていただき、定

期の打合せにおいても熱い議論を行うことができました。また、職員アンケートや庁

内ヒアリングを通して、職員が抱える課題や思いを直接伺うことができ、その結果と

して、ＡＩ等の技術を活用することで、職員一人ひとりが、職員にしかできない仕事

に注力できる環境を整備するための提案に至りました。 

ＡＩ等の先端技術は日々進化し、今後も新たな技術が市民生活にも導入されていく

ことが推測されます。それに伴い、行政に求められるサービスも変化していく中、職

員が市民ニーズを的確に把握し、新たな価値やサービスを創造していく春日部市であ

りたいと考えており、本調査研究がその一助となれば幸いです。 

最後になりますが、多くのアドバイスをしていただいた、かすかべ未来研究所政策

形成アドバイザーの牧瀬先生、専門的な視点からご講演いただいた、一般社団法人 行

政情報システム研究所 調査普及部長 狩野英司様、視察に応じてくださった、東京

都港区職員の皆様、埼玉県戸田市職員の皆様、茨城県つくば市職員の皆様、効果的な

意見をくださった、かすかべ未来研究所モニターの皆様、調査に協力いただいた本市

職員に深く感謝するとともに、本研究報告書の執筆に際してもご理解、ご協力いただ

きましたことを厚く御礼申し上げます。 
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